








































































































































































































の 55～59 60～64 65～6970阿74 75～7955～59　60～645～69 70～745～79
［仕事上の地位：50－54磯］
常雇 652 35．3 16．3 7．8 40 83」 86．4 78．8 727 66．6
臨時雇 0．9 4．0 3．4 24 08 2．2 1．4 1．5 1．7 1．2
日雇 1．2 2．8 3．1 1．7 0．3 2．1 1．2 1．7 2．0 1．8
会社等の役員 14」 20．9 23．3 2t4 197 4．5 5．2 6．8 6．7 75
雇人あり自営業主 6．8 12．0 12．9 1t5 123 2．5 2」 3．7 4．8 5．8
雇人なし自営業主 11．3 24．2 388 4②．9 533 4．5 3．5 70 11．4 155
自家営業の手伝い 0．4 0．7 2．2 5．2 9．4 0．4 0．2 0．4 0．8 1．5
家庭で内職 00 00 01 01 01 α0 0．0 0．0 0．0 0．0
計 1000 100010001000 10001 0．0 100．0 100．0 100．0 100．0
［雇用形態：50－54蔵、
常雇・臨時雇・日雇の場合］
正社員 945 66．0 52．2 50．6 67．1 92．5 94．9 93．3 92．6 925
パート 0．6 3．7 7．2 10．0 8．4 11 0．8 1．0 0．8 1．0
アルバイト 0．9 4．1 10．0 12．8 64 t5 0．6 0．7 0．8 0．6
派遣社員 0．1 0．0 一 一 一 0．2 0．1 0．0 一 一契約社員・嘱託 2．2 20．6 18．6 18．6 100 2．3 2．6 3．1 2．8 3．2
その他 17 56 120 79 80 24 1．1 1．9 3」 27

























タイプ・50～54　点 ’ （現時点のもの 当） 前職’
の 55～5960～64 65～6970～74歳75～7955～5960～6465～69 70～745～79
［就業先の産業：50－54歳］
農林漁業・鉱業 3．6 8．8 劉鍛 3甑3 職3 1．2 1．6 3．7 6．9 10．8
建設業 15．6 19．8 16．6 10．9 5．6 13．5 10．5 13．5 149 11．2
製造業 24．2 20．8 16．9 13．7 1t6 3卸 3翻 3醤海 ％灘 歪6灘
運輸業 9．7 7．6 5．1 2．4 t2 10．4 11．0 10．2 11．1 10．9
小売業 7．7 11．4 13．0 15．1 13．8 7．5 5．7 5．3 4．4 6．0
その他のサービズ業 11．2 11．9 10．9 8．0 8．6 6．8 5．5 6．2 4．9 5．0
公務 5．4 1．1 0．3 0．2 0．0 4．9 7．4 6．3 7．4 8．2
（上記以外） 22．7 18．6 16．2 14．3 14．523．7 23．1 22．3 23．6 21．7
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0100．0 100．0
［企業規模：50－54歳］
4人以下 24．2 4翻 β3．4 鉱4 鍬6 10．8 7．7 13．0 18．3 22．7
5～9人 8．0 11．4 12．3 1t3 10．2 7．4 5．1 6．2 6．1 5．0
1ρ00人以上 16．0 4．3 1．3 0．4 0．2 麓7 銘．9 箆3 捻尋 婁鮒
官公庁 11．0 3．2 0．5 0．4 0．1 6．9 13．3 13．4 嶽盤 繊3
（上記以外） 40．9 35．0 22．5 15．5 10．646．1 44．9 46．6 38．9 35．8
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
表5　50～54歳時点の職業
（％）
仕 タイプ：50～54歳時点 現 （現時点のものを充当） 前 ?
現在の年齢 55～5960～64　　65～6970～7475～79歳55～59　　60～64 65～69　　70～7475～79
［職業：50－54歳］
専門的・技術的 9．1 7．0 7．1 7．8 9．8 6．2 9．2 9．2 10．7 9．8
管理的職業 轍o 斜溶 導210 肇2，3 樵a 8．0 7．4 7．8 7．4 8．5
事務従事者 13．6 5．2 2．7 1．9 2．0 織窪 礁7 嚥薮 樵塾 1驚7
販売従事者 13．9 14．5 13．9 14．1 12．6 18．2 11．6 10．0 7．9 8．0
サービス職業 4．0 6．0 6．1 3．6 3」 2．9 2．1 2．2 1．5 1．9
保安職業 2．4 0．7 0．3 0．2 0．1 3．2 2．5 1．6 1．6 2．6
農林漁業 3．4 8．7 2鉱6 35忍 麟．塗 1．0 1」 3．0 6．1 10．0
運輸・通信 7．6 6．6 4．2 1．4 0．7 7．7 8．5 8．7 7．4 5．7
技能工・建設作業 35．4 39．4 32．6 234 て5．6 36．2 36．8 40灘 謬蟻6 34簿
分類不能 0．7 0．6 0．5 0．4 0．2 13 12 09 1．0 1．0



































































































人員整理・勧奨退職のため 3t6 1t1 6．0 4．3 4．1
倒産・事業所閉鎖のため 13．1 5．5 3．2 2．6 1．9
事業不振・先行き不安 7．7 3．6 3．0 2．1 1．7
収入が少ない 1．6 0．6 0．5 0．4 0．3
労働条件が悪かったから 2」 0．5 0．4 0．1 0．1
定年・契約期間満了のため 12．5 60．7 63．1 57．9 54．7
病気・高齢のため 10．5 7．8 1《4 23β 27．8
その他 17．8 8．7 7．9 7．6 8．0
（上記以外） 3．1 1．5 1．5 1．1 1．3





















































































































現在の年齢 55～59歳60～64歳 65～69歳70～74歳75～79 55～5960～64歳65～69歳 70～74歳75～79歳
［仕事上の地位：現在］
常雇 65．2 35．3 16．3 7．8 4．0 67瀦 5秘9 34．2 22．4 13．7
臨時雇 0．9 4．0 3．4 2．4 0．8 8．8 21．0 22．5 12．9 6．2
日雇 1．2 2．8 3．1 t7 0．3 3．9 4．8 6．5 4．8 2．6
会社等の役員 14．1 20．9 23．3 21．4 19．7 9．3 8．2 7．2 9．3 9．0
雇人あり自営業主 6．8 12．0 12．9 11．5 12．3 2．0 1．7 2．0 4．9 4．4
雇人なし自営業主 11．3 24．2 38．8 49．9 53．3 8．3 12．5 25．4 ㌶補 δ＆5
自家営業の手伝い 0．4 0．7 2．2 5．2 9．4 0．3 0．7 1．3 2．8 5．0
家庭で内職 0．0 0．0 0．1 0．1 0」 01 02 09 14 07
計 100．0 100．0 100．01 00 100010001000 10001000 1000
［雇用形態：現在、
常雇臨時雇・日雇の場合］
正社員 94．5 66．0 52．2 50．6 67．1 臓7 35．3 26．5 26．9 26．5
パート 0．6 3．7 72 10．0 8．4 6．8 14．9 餌澄 2薯．7 15．7
アルバイト 0．9 4．1 10．0 12．8 6．4 7．4 13．0 17．0 盤¢轟 碧議7
派遣社員 0」 0．0 一 一 一 0．5 1．5 1．8 0．6 一契約社員・嘱託 2．2 20．6 18．6 18．6 10．016．1 3｛溝8 鱗7 織窪 2蛾7
その他 1．7 5．6 12．0 7．9 80 36 45 80 112 134
計 100．0 100．0100．0 1000 100010001000 1000 10001 00
表11現時点の就業先の「産業」と「企業規模」
（％）




農林魚業・鉱業 3．6 8．8 21．0 35．3 44．8 4．2 8．2 17．2 31．8 41．3
建設業 15．6 19．8 16．6 10．9 5．6 14．0 8．2 8．5 6．0 3．9
製造業 24．2 20．8 16．9 13．7 刊，6 織導 総潔 頼澄 8．0 6．5
運輸業 9．7 7．6 5．1 2．4 1．2 12．5 9．7 4．8 3．0 1．0
小売業 7．7 11．4 13．0 15．1 13．8 6．0 4．8 4．7 5．2 7．9
その他のサービズ業 11．2 11．9 10．9 8．0 8．6 2肱3 24盛 2畿9 2茎鴻 17．7
公務 5．4 1」 0．3 0．2 0．0 t6 3．2 2．6 2．4 1．1
（上記以外） 22．7 18．6 16．2143 145 251 277 253 222 206
計 100．0 100．0 100．01000 1000 10001000 1000 1000 1000
［企業規模：現在］
4人以下 24．2 46．1 63．4 72．4 78．8 17．6 2◎．享 a畿§ 藝6．9 裁暴
5～9人 8．0 11．4 12．3 113 10．2 7．7 7．2 8．4 6．0 6．3
1ρ00人以上 16．0 4．3 1．3 0．4 0．2 11．0 9．6 5．5 3．4 0．9
官公庁 11．0 3．2 0．5 0．4 0．1 3．3 8．9 6．2 5．1 2．1
（上記以外） 40．9 35．0 22．515．5 10．6 60．4 53．7 444 28．7 16．2




















専門的・技術的 9．1 7．0 7．1 7．8 9．8 6．1 8．9 8．9 11．9 12．0
管理的職業 10．0 11．3 12．0 12．3 11．3 9．7 8．2 5．4 7．5 6．3
事務従事者 13．6 5．2 2．7 1．9 2．0 14．5 16．4 11．5 7．0 ア．7
販売従事者 13．9 14．5 13．9 14．1 12．6 13．5 7．9 7．1 8．7 12．8
サービス職業 40 6．0 6．1 3．6 3．1 4．9 6．9 7．7 4．7 4．0
保安職業 2．4 0．7 0．3 0．2 0．1 4．8 6．0 4．8 4．8 1．9
農林漁業 3．4 8．7 20．6 35．0 44．7 41 8．0 17．2 3m 41．3
運輸・通信 7．6 6．6 4．2 1．4 0．7 9．4 8．4 5．5 3」 0．2
技能工・建設作業 35．4 39．4 32．6 23．4 15．6 32．4 28．6 313 20譲 13．4
分類不能 07 06 05 04 0．2 0．7 0．7 0．6 0．2 0．3






50日未満 0．5 L5 3．2 6．1 7．4 1．8 3．4 7．8 1慧．フ 慨0
50～99日 0．9 2．0 4．2 6．4 8．5 2．2 6．1 10．4 紹お 17」
（100～199日） 8．4 15．4 20．6 24．1 27」 16．4 29．7 35．6 33．4 33．2
200～249日 413 3209 27．8 24．4 18．4 40．8 36．0 26．9 19．9 16．0
250日以上 48．9 48溌 442 38．9 3a6 38．9 24．8 19．4 21．4 18．8
計 1000 10001000 1000 1000 100．0 100．0100．0 100．0 100．0
［週の就業時間：現在」
15時間未満 0．5 0．8 2」 3．4 4．5 1．4 3．9 8」 1Z1 14．5
15～19時間 0．3 0．7 1．1 1．8 3．3 0．7 3．9 6．7 7．6 5．5
（20～45時間） 49．1 44．7 4吐8 49．0 51．5 542 69．6 65．4 59．7 58．0
46～48時間 16．4 17．8 15．4 14．5 12．2 15．7 9．4 8．7 6．1 6．0
49～59時間 2α4 諺q⑤ 毒駄5 172 16」 17．9 8．5 7．4 9．3 7．6
60時間以上 133 1鱒 171 140 11．8 10」 4．8 3．8 5．1 8．4
計 1000 10001000 1000 100．0 100．0100．0 100．0 100．0100．0




































業しているから? 6．4? ．7? ．3? ．0? ．1
入を得たい? 2．2? 2? 7? ．6? 0．6
識や技能を活かしたい? ．9? 3．3? 鱒? 8? 9、5
会に出たい? ．5? ．9? ．6? ．3? ．2
間に余裕ができた? 8? 0．3? ．2? ．9? ．6
康を維持したい? 9? 2．5? 零麟? 3譲? ．5
の他? ．3? 1」? 3．8? 4．2? 5．4? 00．0? 0α0? 00．0? 00．0? 00．0
なっている。
5）今後の就業希望
このような状態にある分析対象者だが、今後の就業に関しては、どう希望しているだろうか。「就調」
は無業者に対してもそれを尋ねているので、その結果をこれまでと同様の形式で示したものが、表
4である。表で「有業継続希望」とあるが、その最初の「有業」とは有業者のことで、次の「継続希
」とはその仕事を継続することを望んでいることを意味している。同様に、「無業就業希望」とは無
者だが就業を希望している人のことである。
結果は、有業者の中では継続希望が多いことを示している。しかし、年齢の高まりと共に、引退希
が徐々に増えていて、一定の割合を占めるようになる。「前職従事」の数値は無業者も含まれている
で少しわかりにくいが、有業者の中に引退希望の人が一定数いることがわかる。また、ここで見逃
ないのが、無業者の希望である。高齢期の無業者だからと言って、そのまま仕事に就かず職業生活
らの引退を希望する人ばかりではない。表からわかるように、特に70歳未満の年齢層では、就業希
の割合は決して低くない。
そこで話が少しそれるが、「無業就業希望」の就業を希望する理由を見てみた。それが表15であるが、
5～59歳では「失業しているから」という理由が66．4％と多い。まだ現役として働くのが一般的な年
なので、失業したら別の仕事に就くのが当然という考えであろう。しかし、この割合は年齢が高く
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表16　有業者の今後の就業希望
（％）
現在の年齢 55～59歳60～64歳65～69歳70～74歳75～79歳
有業継続希望
L業転職希望
L業引退希望
90．6　　　　　　88．1　　　　　　86．9　　　　　　85，2
U．6　　　　　　　6．0　　　　　　　33　　　　　　　1．6
Q．8　　　　　　　6．0　　　　　　　9．8　　　　　　13．2
86．5
計 100，0　　100．0　　100．0　　100．0．0
なると急激に少なくなる。逆に60歳以降で急激に増えるのは「健康を維持したい」で、70歳以上では
40％を超える。また、「知識や技能を活かしたい」も年齢が高くなると多くなる。金銭的な理由が、年
齢が高くなると少なくなるようにも思えるが、「収入を得たい」という理由は60歳代では決して少なく
ない。高齢層は、多様な就業理由を抱いていると言えよう。
（6）就業希望の決定要因
　では、有業者の就業希望は、何によって決まるだろうか。表14は無業者も含まれているので、それ
を除いて、継続・転職・引退の構成を年齢別に示したものが、表16である。年齢が高くなると、「転職
希望」は少なくなり、「引退希望」が多くなっている。
　この3つの希望を従属変数とする多項ロジスティック分析により、その決定要因を分析しよう。そ
の際、「引退希望」を基準とする。説明変数は、個人属性（性・学歴・年齢）、および現職の仕事内容
（企業規模・職種）に加えて、前出の「世帯1人あたりの他の世帯員年収」、それに「本人勤労収入」
を投入する。ここで仕事内容は、これまで用いた50～54歳時点のものではなく、現時点のものを用い
る。これからの希望には、以前の仕事より、現在の仕事が影響すると考えたからである。現在の仕事
に関わる変数として、その仕事からの収入も変数に加えている。本人勤労収入が高ければ継続希望と
なることが推測される。「世帯1人あたりの他の世帯員年収」は、記述したように所得効果を示す変数
なので、多くなれば引退を希望すると考えられる。多項ロジスティック分析の推計結果が、表17であ
る。
　「女性ダミー」は、「継続希望」と「転職希望」のどちらに関しても負で有意である。女性は「引退
希望」が多いことを示している。また、学歴が高くなると「転職希望」が高まる。年齢は、高齢にな
ると「引退希望」が強まることがわかる。ともあれ、これらを一定とした場合の結果が、以下である。
　現在の仕事内容を見ると、「サービス職業」、「保安職業」さらに「技能工・建設作業者」という非ホ
ワイトカラー系の仕事では、「引退希望」が少なくなっている。また「農林漁業作業者」は「継続希望」
が強く、「運輸・通信従事者」は「転職希望」が強くなっている。他方、従業員規模を見ると、「1，000
人以上」と「官公庁」が、共に負で有意である。この年齢層で、大企業等に勤務していると、いつま
で勤務できるかは本人の意思だけでは決められないこともあるので、むしろ引退を希望するのかもし
れない。
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表17就業希望の決定要因
　多項ロジスティック分析
Ref引退希望：n＝2，019 継続希望：nニ31，608 転職希望：nニ1．865
B　　標準誤差　　　Ex　（B） B　　標準誤差　　　Ex　（B）
切片 2．098　．126＊＊ 一．412　．197＊＊
女性ダミー 一．494　　　　．056　＊＊　　　　　　　．610 一1．096　　　　．087　＊＊　　　　　　　．334
［学歴ダミーRef：高卒］
中卒 ．070　　　　．057　　　　　　　　　1．073一．255　　　　．079　＊＊　　　　　　　，775
短大卒 ，108　　　　．109　　　　　　　　　1．114 ．220　　　　．160　　　　　　　　1，246
大卒 ，060　　　　．084　　　　　　　　1．062 ．232　　　　，118　＊　　　　　　　1．262
［年齢ダミーRef：65～69歳］
55～59歳 1．123　　　　．076　＊＊　　　　　　2．652 2．118　　　　．136　＊＊　　　　　　6．362
60～64歳 ，420　　　　．073　＊＊　　　　　　1．320 1．009　　　　．137　＊＊　　　　　　2．097
70～74歳 一，342　　　　．105　＊＊　　　　　　．579一．776　　　　．278　＊＊　　　　　　　．267
75～79歳 一，175　　　　．159　＊＊　　　　　　　．615一2．386　　　1．017　＊＊　　　　　　　．013
［職業ダミー：現職Ref：事務従事者］
専門的・技術的職業 ．057　　　　．091　　　　　　　　　1．059一．018　　　　．147　　　　　　　　　．982
管理的職業 ．006　　　　．124　　　　　　　　　1．006 一．110　　　　．203　　　　　　　　　　　．896
販売従事者 一．057　　　　，085　　　　　　　　　．944 ．219　　　　．127　†　　　　　　1．245
サービス職業 ，612　　　　．113　＊＊　　　　　　1，844 ，773　　　　．159　＊＊　　　　　　2，166
保安職業 ．766　　　　．209　＊＊　　　　　　2．150 1．224　　　　．249　＊＊　　　　　3．402
農林漁業作業者 ．666　　　　．138　＊＊　　　　　　1．946 ．149　　　　．220　　　　　　　　1．160
運輸・通信従事者 ．121　　　　．117　　　　　　　　　1．129 ．532　　　　．151　＊＊　　　　　　1．703
技能工・建設作業者 ．168　　　　．071　＊　　　　　　　1．183 ．377　　　　．105　＊＊　　　　　　1．457
分類不能 一．513　　　　．326　　　　　　　　　　．599 ．029　　　　．452　　　　　　　　1．029
［従業者規模ダミー：現職
Ref：50～99人］
4人以下 一．072　　　　．104　　　　　　　　　，930 一．433　　　　．148　＊＊　　　　　　．648
5～9人 一．066　　　　．109　　　　　　　　　　．936一．048　　　　．147　　　　　　　　　．953
10～19人 一．132　　　　，107　　　　　　　　　　．877一．249　　　　．144　†　　　　　　　．780
20～29人 ，192　　　　．130　　　　　　　　　1．212 ．090　　　　．169　　　　　　　　　1．095
30～49人 一．074　　　　．119　　　　　　　　　．928 ．003　　　　．154　　　　　　　　　1，003
100～299人 ．021　．110　　　　1．022．014　　　　．142　　　　　　　　1．014
300～499人 ．127　　　　．160　　　　　　　　　1．135 一．018　　　　，206　　　　　　　　　　．982
500～999人 一．201　　　　．145　　　　　　　　　．818一．195　　　　．191　　　　　　　　　　．823
1，000人以上 一．217　　　　．112　　†　　　　　　　　．805 一．349　　　　．150　＊　　　　　　　　．705
官公庁 一．314　　　　．110　＊＊　　　　　　　．730一．627　　　　，159　＊＊　　　　　　．534
世帯1人あたりの他の世帯員年収 一．001　　　　．000　＊＊　　　　　　　．999 一．002　　　　．000　＊＊　　　　　　　．998
本人勤労収入 ．000　．000＊＊　　1．000一．002　　　　．000　＊＊　　　　　　　．999
ゼ紺数尤厘 24767286
ノγ2 1462，829＊＊
　　　　　　2Oωr＆5々θ〃κ ．040
注：韓、’、†は、それぞれ1％、5％、10％水準で有意なことを示す。
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　所得効果を示す「世帯1人あたりの他の世帯員年収」は、どちらも負で有意である。やはり非勤労
収入の増加は引退につながり、それが少ないと就業を希望するようになることがわかる。また、「本人
勤労収入」は、「継続希望」が正で有意、「転職希望」が負で有意である。現在の仕事からの収入が多
いとその仕事の継続を希望し、収入が少ないと転職を希望するという、これも経済モデルと整合的な
結果である。
4．まとめ
　年金の支給開始年齢が高まる中で、高齢期の就業機会を確保する必要性が高まってきている。本研
究ではこの点に着目し、定年前に就業していた人が、定年を経て、現時点までにどのように就業状態
を変化させてきたのか、今後の希望はどうなのか、その実態を明らかにしつつ、その決定要因を検証
した。用いたデータは、総務省「2002年就業構造基本調査」の秘匿処理済み個票データである。実際
の分析ではクロス表による分析と多変量解析を併用したが、ここでは主として後者の結果を要約しよ
う。
　なお、分析に当たっては、現在（調査時点）55～79歳の人を対象に、その人たちの50～54歳時点の
就業状態から「現職従事」と「前職従事」の2タイプを抽出した。前者は、50～54歳時点で既に「現
職」に就いていて現在までそれを継続している人で、後者はその時点では「前職」に就いていた人で
ある。前職であるので、現在までに離職しているが、その中には、その後別の仕事に「転職」した人
と、「無業化」した人がいる。
　まず、「現職従事」と「前職従事」の分析結果からは、農林漁業に従事している人、規模が小さな企
業で管理的仕事に従事している人は「現業従事」になりやすく、逆に大企業に勤務していた人は「前
職従事」になりやすい、つまり50～54歳の仕事から離職する確率が高いことがわかった。このことは、
大企業に勤務していた人が定年後に働こうとすると別の会社に移動せざるを得ないという、定年後の
継続雇用が本格化する前の状態を良く示している。次いで、50～54歳時点の仕事を調査時点まで「継
続」しているか、それとも別の仕事に「転職」しているか、あるいは無業者になっているかを分析し
た。ここでは、職業による違いや勤務先の規模による違いもわかったが、同時に、「年金」や「他の世
帯員収入」など本人にとっての「非勤労収入」の影響も分析された。結果は、非勤労収入が増えると
「無業化」し、それが減ると就業するというものであった。経済学モデルの予測と一致する結果である。
なお、無業化した高齢者に今後の希望を問うと、就業希望のある人が、特に70歳未満ではかなり見ら
れた。高齢無業者だから引退者とは限らないという点は、今後、高齢者雇用を考える際に、留意する
必要がある点である。そして次に、有業者に限定し、今後の就業希望を分析した。ここでも職業によ
る違いが確認されたが、同時に、非勤労収入の増加は引退希望につながり、それが少ないと就業を希
望するようになること、また現在の仕事からの収入が多いと仕事の継続を希望し、収入が少ないと転
職を希望するという関係があることがわかった。これも経済学モデルとの親和性が高い結果である。
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　このように発見事実は多岐にわたるので、ここでは、高齢者雇用において本調査実施時点の後、急
速に普及した「雇用確保措置」の1つである継続雇用に関連させて、発見事実の含意を述べよう。
　まず、継続雇用の普及という政策が必要だったか否かである。普及前時点のデータを分析した本稿
では、大企業勤務者を中心に定年前後から多くの人が別の会社に移動していた。そのまま定年前の仕
事を継続していた人の中では、中小企業の経営層や管理職層、あるいは農林漁業者が多くなっていた。
無論、定年後には年金を頼りに悠々自適の生活というシナリオもあり得るので、継続雇用が普及しな
くとも良いかもしれない。しかし現実には、年金の受給開始年齢が高まっていて、そのことは年金額
の減少につながる。本稿の分析では、年金のような非勤労収入の低下は、就業確率を高める作用があ
ることが確認されている。つまり高齢人口の増大と共に、高齢者の就業ニーズの増加が予想される。
やはり、継続雇用の普及という政策は必要だったと言えるだろう。
　では、その政策は充分なものだろうか。現在、継続雇用は、事実上、ほとんど全ての企業で導入さ
れている。しかし、特に大企業においては、それを実際に活用する人は意外に少ない。そのおもな原
因の1つに、労働時間や仕事内容は定年前と同じだが、継続雇用というだけで給与が低くなることが
ある（高齢・障害者雇用支援機構2009、永野2010b）。本稿の分析では、「現在の仕事からの収入」が
低下すると、その仕事の継続を希望しなくなり、転職や無業化を希望するようになるということが示
された。大企業では継続雇用があまり活用されないという事実と符合する結果である。継続雇用に関
しては、法律改正という強力な政策手段が採用されたこともあり、企業ではとりあえず、その仕組み
を導入せざるを得ず、それが精一杯の対応であったという状況がある。今後、高齢者が長年かけて蓄
積してきた知識や能力を発揮できるように、その制度の中身を充実させることが求められてきている
と言えよう。
　ところで本研究の特徴は、膨大なデータ件数の「政府統計」を用いて、高齢化の進展の中で注目さ
れている定年後の移動と就業について分析したことである。発見事実のいくつかは、これまで断片的
な調査で示されたものかもしれないが、本研究のように母集団との関連をとりながら抽出され、さら
に母集団への復元が可能な大量データによる検証はあまり行われていない。今後、このような形の研
究が展開されることが期待される。なお、本稿では2002年のデータを用いて分析を行った。それが利
用できる最新のデータだからである。しかし、既述したように継続雇用は、その後、急速に普及した
制度である。その制度の政策効果を知るためには、2002年の次に実施された2007年のデータと比較す
ることが必要である。今後の課題としたい。
（付記）本稿は、独立行政法人統計センターの「匿名データ」を、筆者が独自に作成・加工した統計等
　　の結果であり、統計局が作成・公表している統計等とは異なっている。
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